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令和３年度　機関ごとの具体的な取組



各機関の取組状況

番号 機　　　関　　　名 取組状況

要配慮者利用施設への避難確保計画作成に向けた支援

水害ハザードマップによる市民への防災啓発の周知

2 堺市 堺市区別防災マップの見直しと民間事業者と連携した市民周知

3 八尾市 避難確保計画の策定状況

4 松原市

5 柏原市 水災害教育の実施

6 羽曳野市

7 藤井寺市 まるごとまちごとハザードマップの整備・更新・周知

8 東大阪市 重要インフラの機能確保（新岸田堂幹線整備事業）

9 大阪府 河川カメラの設置

10
西日本旅客鉄道

株式会社

11
近畿日本鉄道
株式会社

12
大阪市高速電気軌道

株式会社
車両退避訓練の実施

13
南海電気鉄道
株式会社

14
阪神電気鉄道
株式会社

地下駅水防訓練を実施

15
阪堺電気軌道
株式会社

防災教育や防災知識の普及啓発

防災気象情報の改善

17 大和川河川事務所 合同巡視による重要水防箇所の再点検を実施

18
大和川右岸
水防事務組合

大阪管区
気象台

16

大阪市1
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令和4年度 機関ごとの具体的な取組



各機関の取組状況

番号 機　　　関　　　名 取組状況

1 大阪市

2 堺市 堺市防災マップによる周知・啓発活動

3 八尾市 避難確保計画の策定状況の確認

4 松原市 出前講座

ハザードマップの更新・周知

コミュニティタイムラインの作成演習

6 羽曳野市

7 藤井寺市 LINEを活用した避難訓練及びマイ・タイムラインの作成機能の実装

8 東大阪市 重要インフラの機能確保（新岸田堂幹線整備事業）

9 大阪府 河川水位等の情報提供

10
西日本旅客鉄道

株式会社

11
近畿日本鉄道

株式会社

12
大阪市高速電気軌道

株式会社
台風接近時の対応訓練の実施

13
南海電気鉄道

株式会社

14
阪神電気鉄道

株式会社

15
阪堺電気軌道

株式会社

防災教育や防災知識の普及啓発

防災気象情報の改善

17 大和川河川事務所 危険個所合同巡視

18
大和川右岸

水防事務組合
水防団PR動画を用いた広報活動

大阪管区
気象台

16

柏原市5
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令和5年度 機関ごとの具体的な取組



各機関の取組状況

番号 機　　　関　　　名 取組状況

1 大阪市 要配慮者が利用する施設における避難確保計画の作成・提出の促進

2 堺市

3 八尾市 要配慮者が利用する施設における避難確保計画の作成・提出の促進

4 松原市 出前講座

5 柏原市 避難指示等の発令に着目したタイムラインの作成・更新・活用に関する事項

6 羽曳野市

7 藤井寺市
ハザードマップの作成・周知等に関する事項・防災教育や防災知識の普及に関する事
項

8 東大阪市

9 大阪府 「大阪府河川防災情報」ホームページのリニューアルに伴う周知活動の実施

10
西日本旅客鉄道

株式会社

11
近畿日本鉄道

株式会社

12
大阪市高速電気軌道

株式会社

13
南海電気鉄道

株式会社

14
阪神電気鉄道

株式会社

15
阪堺電気軌道

株式会社

防災気象情報の改善に関する事項

防災教育や防災知識の普及に関する事項

17 大和川河川事務所 WEBホットラインの運用方法（案）の確認

18
大和川右岸

水防事務組合

大阪管区
気象台

16
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大阪市の取組状況
（避難確保計画の策定支援）

○ 概 要

取組機関名 大阪市

具体的取組 要配慮者が利用する施設における避難確保計画の作成・提出の促進

主な内容
要配慮利用施設における避難計画の策定支援

令和３年度

○ 河川管理者等による浸水想定区域の見直し・新規を指定

○ 避難確保計画策定対象施設（5,667施設）による提出が完了（100％）

※ 廃止等 467施設除外

令和４年度

○ 避難確保計画策定対象施設（6,435施設）による提出が完了（100％）

※ 廃止等 44施設除外

令和５年度

○ 避難確保計画策定対象施設（6,568施設）による提出が完了（100％）

※ 廃止等 208施設除外

○ 専任人員による施設への個別相談や助言・督促を電話で直接行う等、き

め細やかな支援・対応を実施（随時）

大阪市ＨＰ公開イメージ大阪市ＨＰ公開イメージ
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●八尾市の関係課や八尾市教育委員会からの依頼のもと、要配慮者施設の所有者や管理者に対して
作成・提出を依頼した。

●未作成施設への働きかけの新たな手法として、研修会を実施した。
●関係課の協力により９割を超える提出率となっている。

八尾市の取組状況
（避難確保計画の策定状況）

○ 概 要

【取組機関】
・八尾市(危機管理課、地域共生推進課、福祉指導監査課、高齢介護課、障がい福祉課、こども施設運営課、

こども総合支援課、保育・こども園課、放課後児童育成室)
・八尾市教育委員会(教育政策課、桂青少年会館、安中青少年会館)
・八尾市内の要配慮者施設

【避難確保計画の対象施設と提出状況】（令和５年９月３０日時点）

取組機関名 八尾市、要配慮者が利用する施設の所有者または管理者

具体的取組 要配慮者が利用する施設における避難確保計画の作成・提出の促進

主な内容
高齢者等の要配慮者が利用する施設に対して、災害時に迅速かつ的確に避難できるよう
避難確保計画の提出を依頼

施設区分 対象数 提出数

学校 ７ ７

社会福祉施設 ４９４ ４９４

医療機関 １４ １４

総数（※） ５０１ ５０１

八尾市への報告書様式 避難確保計画ひな型

● 提出率 ： １００．０％

※複数の施設区分に重複する施設があるため、
総数と各施設の合計は一致しない。
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取組機関名 松原市

具体的取組 出前講座

主な内容 防災教育の実施

●取組機関 松原市市⻑公室危機管理課
●参加人数 ３０人程度
●開催頻度 出前講座申込により随時
●取組背景 被害軽減のため
●取組のねらい ⽔害のリスク、⾝を守るための⾏動などの啓発
●取組の工夫点 過去の⽔害に関連させて実施

松原市の取組状況
（出前講座）
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柏原市の取組状況
（コミュニティタイムラインの作成演習）

取組機関名 柏原市、大阪府八尾土木事務所

具体的取組 避難指示等の発令に着目したタイムラインの作成・更新・活用に関する事項

主な内容 コミュニティタイムライン（本郷地区、円明地区など４地区）の作成

○概 要

○演習の様子

○効果・課題等

○各町会で実施されている自主防災訓練の一環として、洪水や土砂災害に関するコミュニティタイムラインの作成
に着手された地区がございました。各地域の特性に応じて、情報共有や要配慮者の避難誘導などについて課題
の洗い出しと対応策の検討を行いました。

○コミュニティタイムラインについて、初版を作成したのち計画を管理していくことやブラッシュアップをしていくこと
が重要であるが、町会の組織率が低下していることや、地域が高齢化していることで計画を実行性のあるもの
にできるかどうかが課題です。

○参加者からは、コミュニティタイムラインの中で安否確認をどのように行っていくのかについて、町会が個人情報
を管理することが難しいこともあり、今後どうしていくかの検討が必要であるという意見が多く聞かれました。

【実施日】令和5年11月5日（円明地区）、12日（平野地区）、12月3日（本郷地区）
令和6年2月11日（大正西地区）

【参加者】区長、自主防災組織等 約30名程度
【災害リスク】大和川、石川による洪水（一部土砂災害）
【演習の流れ】
①大阪府八尾土木事務所から地域に想定される洪水リスクに関する講話
②ワークショップ形式により各町会単位でのコミュニティタイムラインの検討・作成
③各町会単位で発表を行い、地区全体で取組内容の共有

災害リスクに関する講話 タイムラインの検討・作成 地域の取組内容の発表①

地域の取組内容の発表② コミュニティタイムライン【初版】
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藤井寺市の取組状況
（ＬＩＮＥを活用した避難訓練及びマイ・タイムラインの

作成機能の実装）

取組機関名 藤井寺市

具体的取組 ハザードマップの作成・周知等に関する事項・防災教育や防災知識の普及に関する事項

主な内容 ＬＩＮＥを活用した避難訓練及びマイ・タイムラインの作成機能の実装

○概 要

○効 果

災害発⽣時の避難について、メッセージアプリ「LINE」を活⽤し、必要な知識等をいつでもどこ
でも簡単に確認できるものとして、市LINE公式アカウントに避難訓練機能を実装した。

訓練内容としては、風⽔害の際の避難を想定し、警戒レベル１相当の大雨の予報が出た時から避
難完了までの時系列に沿って、避難先や⾃⾝が避難するタイミング、災害時の情報収集先等を確認
できるものとなっている。なお、訓練は5分程度で実施できる内容として構築し、防災に関する知
識があまりない⽅でも容易に実施できるものを目指した。

また、この訓練機能と併せて市LINE公式アカウント上でマイ・タイムラインを作成し、いつでも
確認できる機能を実装した。

運⽤としては、LINE上での避難訓練を実施した後に、マイ・タイムラインを作成することで訓練
で学んだ知識や避難に関して確認した事項を整理し、実際の災害時に活⽤してもらうことを目的と
している。

いつでもどこでも実施できる訓練とすることで、これまで⽇程などの理由により地域の防災訓練に
参加していなかった⽅への防災知識の普及、また、繰り返し訓練を実施してもらうことで知識の定
着につながることが期待される。

▲ 避難訓練の画面の一部

マイ・タイムライン作成  
機能の画面の一部

▲ 避難訓練のロゴ
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大阪府の取組状況
（大阪府河川防災情報HPの周知活動）

大阪府

具体的取組 「大阪府河川防災情報」ホームページのリニューアルに伴う周知活動の実施

主な内容 適切な避難行動につなげるため、講習会や防災イベント等において、府民向けにホームページを紹介
したチラシを配布することや操作方法を説明すること、YouTubeでの操作説明動画の配信等を行った。

取組機関名

スマホの位置情報から自身の現在位置、周囲
の河川の状況、開設された避難所の位置が
一目で分かるように
⇒外出先  適切 避難⾏動 期待   

開設された避難所

水位観測所（色で
警戒レベルを表示）

ホームページ画面（PC） ホームページ画面（スマホ）

水位 ⾬量      洪水 ⼟砂
災害    ⼟砂災害危険度  
シュ情報、水門等の開閉状況など
様々な防災情報が閲覧可能に

令和５年４⽉  
リニューアルしたHPの
本格運用を開始し、
より多くの方に周知

チラシの配布 操作方法の説明

自治会  配布 約2,500名
       等  配布 20箇所 約850名

操作方法の配信

YouTubeでの動画配信

市町村主催のイベン
ト等に参加し説明
⇒ 9回 約480名

市町村主催の講習
会等に参加し説明
⇒ 5回 約190名
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大阪管区気象台の取組状況
（防災教育や防災知識の普及啓発）

・顕著な大雨に関する気象情報」について、線状降⽔帯による大雨の危機感を少しでも早く伝えるため、
発表基準を実況で満たしたときに発表していたものを、予測技術を活⽤し、令和５年５⽉25⽇（⽊）か
ら最大 30 分程度前倒しして発表。

取組機関名 大阪管区気象台

具体的取組 防災気象情報の改善に関する事項

主な内容 「顕著な大雨に関する気象情報」を最大30分程度前倒しして発表

概要
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大阪管区気象台の取組状況
（防災教育や防災知識の普及啓発）

・大阪市教育委員会が実施する理科特別授業の一環
・ペットボトルを⽤いて雲を作る演示実験を実施
・児童が「急な大雨・雷・⻯巻から⾝を守ろう 」のDVDを視聴後、

「急な大雨・雷・⻯巻から⾝を守ろう 」気象防災ワークシート（児童⽤）に記⼊し発表

取組機関名 大阪管区気象台

具体的取組 防災教育や防災知識の普及に関する事項

主な内容 小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

令和５年度実績

・大阪市⽴三津屋⼩学校（10/6,10/13,10/18）、大阪市⽴南百済⼩学校（10/26）

気象台職員による説明 雲のクイズに答える児童

気象防災ワークシート

ペットボトル内で雲を作る実験

概要

防災授業の様子

大阪管区気象台HP
「気象台作成 防災教材」

教材
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大和川河川事務所の取組状況
（減災対策協議会担当者会議）

○当日出た意見

【WEBホットライン全体について】
• WEBホットラインは良い取り組みだと感じた。

【WEBホットラインの運用について】
• ひっ迫している状況下で会議の参加は困難となる

ことも考えられるため、WEBホットラインで用い
た資料の配布をしていただきたい。

【流域タイムライン更新(案)について】
• 段階的な洪水予報の発表は自治体にとっては対応

の生命線であり、自治体にとって洪水予報をとり
逃すということはあってはならことであるため、
段階的な洪水予報の発表をお願いしたい。

• 急激な水位上昇について流域タイムラインに反映
されていれば、情報共有や引き継ぎの際に有効で
あると思われるため、反映いただきたい。

【その他意見】
• 大阪府管理河川で作成しているタイムラインで

は、出水後にチェックリストで行動を検証してい
るので、流域タイムラインでも出水後の検証を取
り入れることも検討いただきたい。

○日時・参加機関

・日時：2023年11月17日（金）
・場所：大和川河川事務所（WEB併用）
・参加機関：大和川河川事務所を含め ３８機関で実施しました。

【対面】大阪府、大阪市、堺市、松原市、橿原市、三郷町、西日本旅客鉄道（株）
【W E B】大阪管区気象台、大阪府、大阪市、堺市、八尾市、柏原市、藤井寺市、東大阪市、大和川右岸水防事務

組合、奈良県、奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、御所市、生駒市、香芝市、葛城市、平群町、
斑鳩町、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、高取町、上牧町、王寺町、広陵町、河合町、大淀町、近
畿日本鉄道（株）、大阪市高速電気軌道（株）、阪神電気鉄道（株）、阪堺電気軌道（株）

・概要：台風接近時などの出水対応時に、減災対策協議会構成機関の防災対応等を支援するため、WEB会議ツールを
活用し、危機感の共有を図っています。令和５年台風第７号では、急激な水位上昇が生じた令和５年台風第２号の状
況を踏まえ、試行的に①近畿地方に上陸する台風進路予測による早めのWEB会議接続、②３時間おきの水位予測情報
の共有、を実施しました。次年度以降も円滑にWEBホットラインを実施するため、WEBホットラインの運用方法及び
試行的に実施した項目、流域タイムラインの更新(案)等について説明し、構成メンバーの意見を確認しました。

取組機関名 減災対策協議会構成メンバー

具体的取組 WEBホットラインの運用方法（案）の確認

主な内容 WEBホットラインの運用ルール（実施タイミング、令和５年台風第７号での試行的取組、出水時の情報
提供内容など）、流域タイムラインの更新（案）に関する共有・意見の確認

○減災対策協議会担当者会議の様子 ○担当者会議後のアンケート結果・意見（一部抜粋）

【WEBホットラインの情報提供内容について】

38
41

38
33
35

0 20 40 60

① 現在の水位状況

②今後の水位の見込み

③想定危険箇所と想定被害

④類似した過去の出水

⑤上下流の状況
回答数

水象情報について必要な情報や大和川沿川でリアルタイム
カメラ映像により確認したい情報等があれば教えてください。

【河川事務所からの情報提供後に、WEB会議の場を活用し、
流域自治体や鉄道事業者間で共有したい情報について】

23

16

23

0 5 10 15 20 25

① 避難所の開設予定

②要配慮者の事前対応状況

③自治体の体制
回答数

WEB会議の場で共有したい情報について、教えてください。

＜アンケート結果＞

【アンケート結果】

＜アンケート意見（一部抜粋）＞
• 水防活動のリアルタイム映像

49

49

＜アンケート意見（一部抜粋）＞
• 状況によりますが、時間的余裕があるようであればWeb

会議の場を活用させて頂き、市町村間の情報共有の場に
もさせて頂けたらと思います。

○今後の予定

減災対策協議会担当者会議および会議後のアンケートの意見を踏まえ、『WEBホットライン運用方法』・『流域タ
イムライン』を更新する。更新内容については、令和５年度末の減災対策協議会担当者会議で周知し、令和６年度
の出水期からの運用を目指す。
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参考3-50

令和７年度　機関ごとの具体的な取組



各機関の取組状況
番号 機　　　関　　　名 取組状況

1 大阪市

2 堺市

3 八尾市

4 松原市 要配慮者利用施設の避難訓練に係る講習会

5 柏原市 避難指示等の発令に着目したタイムラインの作成・更新・活用に関する事項

6 羽曳野市

7 藤井寺市 ハザードマップの作成・周知等に関する事項・防災教育や防災知識の普及に関する事項

8 東大阪市

9 大阪府 「大阪府河川防災情報」ホームページ及び「大阪防災アプリ」周知活動の実施

10
西日本旅客鉄道

株式会社

11
近畿日本鉄道

株式会社

12
大阪市高速電気軌道

株式会社

13
南海電気鉄道

株式会社

14
阪神電気鉄道

株式会社

15
阪堺電気軌道

株式会社

防災気象情報の改善に関する事項

防災教育や防災知識の普及に関する事項

まるごとまちごとハザードマップの整備・更新・周知（訓練への活用）

小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

水災害意識啓発の広報

住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

要配慮者利用施設の避難計画作成の促進および避難訓練の促進支援

タイムラインに基づく訓練の実施／水防団（消防団含む）との伝達訓練の実施

重要水防箇所の情報共有と関係市町等との共同点検の実施

排水に関する訓練の実施

水防協力団体へのの加入

大阪市立デザイン教育研究所との連携

水防訓練

水樋門鉄扉操作訓練

大阪管区
気象台

16

18
大和川右岸

水防事務組合

大和川河川事務所17
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松原市の取組状況
（要配慮者利用施設の避難訓練に係る講習会）

日 時：令和６年１２月６日（金）１４：００～１６：００
場 所：松原市役所 ８階 大会議室
参加者：３４名（要配慮者利用施設の施設管理者等）
概 要：浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設の施設管理者等を対象に

講習会を実施しました。避難訓練の実施率を上げることを目標に、各
施設が問題点の共有をきっかけに実効性のある訓練方法等を学んでい
ただきます。

○日時・参加者等

取組機関名 松原市、大和川河川事務所、大阪府、気象台

具体的取組 要配慮者利用施設の避難訓練に係る講習会

主な内容 要配慮者利用施設による避難訓練実施のポイント抽出

○今後の予定

講習会に参加できなかった施設に対して「要配慮者利用施設の水害を想定した
避難訓練の実施について（通知）」の送付や、講習会の情報を共有し実効性の
ある避難訓練を実施できるよう支援する予定。

○当日の状況

ワールドカフェの様子 施設タイムライン作成の様子
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柏原市の取組状況
（コミュニティタイムラインの作成演習）

取組機関名 柏原市、大阪府八尾土木事務所

具体的取組 避難指示等の発令に着目したタイムラインの作成・更新・活用に関する事項

主な内容 コミュニティタイムライン（大正西地区）の作成

○概 要

○演習の様子

○効果・課題等

○各町会で実施されている自主防災訓練の一環として、洪水や土砂災害に関するコミュニティタイムラインの作成
に着手された地区がございました。各地域の特性に応じて、情報共有や要配慮者の避難誘導などについて課題
の洗い出しと対応策の検討を行いました。

○コミュニティタイムラインについて、初版を作成したのち計画を管理していくことやブラッシュアップをしていくこと
が重要であるが、町会の組織率が低下していることや、地域が高齢化していることで計画を実行性のあるもの
にできるかどうかが課題です。

○参加者からは、コミュニティタイムラインの中で安否確認をどのように行っていくのかについて、町会が個人情報
を管理することが難しいこともあり、今後どうしていくかの検討が必要であるという意見が多く聞かれました。

【実施日】令和6年2月11日（大正西地区）
【参加者】区長、自主防災組織等 約30名程度
【災害リスク】大和川、石川による洪水（一部土砂災害）
【演習の流れ】

①大阪府八尾土木事務所から地域に想定される洪水リスクに関する講話
②ワークショップ形式により各町会単位でのコミュニティタイムラインの検討・作成
③各町会単位で発表を行い、地区全体で取組内容の共有

災害リスクに関する講話 タイムラインの検討・作成 地域の取組内容の発表①

地域の取組内容の発表② コミュニティタイムライン【初版】
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藤井寺市の取組状況
（ＬＩＮＥを活用した避難訓練及びマイ・タイムラインの

作成機能の実装）

取組機関名 藤井寺市

具体的取組 ハザードマップの作成・周知等に関する事項・防災教育や防災知識の普及に関する事項

主な内容 ＬＩＮＥを活用した避難訓練及びマイ・タイムラインの作成機能の実装

○概 要

○効 果

災害発⽣時の避難について、メッセージアプリ「LINE」を活⽤し、必要な知識等をいつでもどこ
でも簡単に確認できるものとして、市LINE公式アカウントに避難訓練機能を実装した。

訓練内容としては、風⽔害の際の避難を想定し、警戒レベル１相当の大雨の予報が出た時から避
難完了までの時系列に沿って、避難先や⾃⾝が避難するタイミング、災害時の情報収集先等を確認
できるものとなっている。なお、訓練は5分程度で実施できる内容として構築し、防災に関する知
識があまりない⽅でも容易に実施できるものを目指した。

また、この訓練機能と併せて市LINE公式アカウント上でマイ・タイムラインを作成し、いつでも
確認できる機能を実装した。

運⽤としては、LINE上での避難訓練を実施した後に、マイ・タイムラインを作成することで訓練
で学んだ知識や避難に関して確認した事項を整理し、実際の災害時に活⽤してもらうことを目的と
している。

いつでもどこでも実施できる訓練とすることで、これまで⽇程などの理由により地域の防災訓練に
参加していなかった⽅への防災知識の普及、また、繰り返し訓練を実施してもらうことで知識の定
着につながることが期待される。

▲ 避難訓練の画面の一部

マイ・タイムライン作成  
機能の画面の一部

▲ 避難訓練のロゴ
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大阪府の取組状況
（河川防災情報HP及び防災アプリの周知活動）

大阪府

具体的取組 「大阪府河川防災情報」ホームページ及び「大阪防災アプリ」周知活動の実施

主な内容 適切な避難行動につなげるため、講習会や防災イベント等において、府民向けホームページの紹介や
YouTube動画を用いた操作方法の配信に加え、「大阪防災アプリ」の周知活動を行った。

取組機関名

開設された避難所

水位観測所（色で
警戒レベルを表示）

ホームページ画面（PC） ホームページ画面（スマホ）

水位 ⾬量      洪水 
⼟砂災害リスクや⼟砂災害危
険度    情報 水門等 開
閉状況など様々な防災情報が
閲覧可能に
また、令和７年３⽉   万博
での来訪者を対象とし多言語
化表示を実施（５か国語）

配布チラシ ⼤阪防災    利用     

スマホの位置情報から自身の現在位置、周囲の河川の状況、開
設された避難所の位置が一目で分かるように
⇒外出先  適切 避難⾏動 期待   

大阪防災アプリ

河川防災情報をクリック
でホームページに移動

移
動

広報事例  紹介
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大阪管区気象台の取組状況
（防災教育や防災知識の普及啓発）

・「顕著な大雨に関する気象情報」について、線状降⽔帯による大雨の半⽇程度前から呼びかける対象
地域を、これまでの地⽅単位から府県単位に絞り込んだ運⽤を令和６年５⽉27⽇（⽉）から開始。

取組機関名 大阪管区気象台

具体的取組 防災気象情報の改善に関する事項

主な内容 「顕著な大雨に関する気象情報」の発表対象地域を地方予報区から府県単位に精緻化

概要

「顕著な大雨に関する気象情報」の改善内容（令和６年５月27日実施）

令和６年の実績～線状降水帯による大雨の半日程度前からの呼びかけ～
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大阪管区気象台の取組状況
（防災教育や防災知識の普及啓発）

・大和川沿川市町の松原市からの依頼で、夏休みの⼩学⽣親子を対象としたイベントでの出前講座を実施
・⼩学⽣に普段目にする天気予報のしくみや気象について興味をもってもらうとともに、⾝近な天気から

地球温暖化等の影響について学んでもらうために実施（令和6年 8/1実施分）
・沿川市町の三市（藤井寺市・柏原市・松原市）による三市合同総合防災フェアで、気象や地震の普及啓

発活動を目的に展示ブースを設置（令和6年 11/10実施分）
・大和川河川事務所や松原市と連携して松原市内の要配慮者利⽤施設のスタッフを対象に避難訓練に関連

する講習会を松原市役所で実施（令和6年 12/6実施分）

取組機関名 大阪管区気象台

具体的取組 防災教育や防災知識の普及に関する事項

主な内容 小学生や地域住民を対象とした水災害教育に関する普及啓発活動を実施

令和６年度実績

・松原市まつばらテラス（輝）（8/1実施分）、藤井寺市の大和川右岸河川敷内（11/10実施分）

防災フェアで使った大雨に関するリーフレット類の一部

転倒ます型雨量計に興味を持つ親子連れ

ペットボトル内で雲を作る実験

概要

出前講座等の様子

気象台HP「気象台作成 防災教材」

出前講座や防災フェアに用いた教材等

気象に関するクイズに対して手を挙げる児童

11/10実施の防災フェア8/1実施の出前講座
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大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1に向けて）

○アンケート調査の概要

取組機関名 大和川河川事務所

具体的取組 【No.17】まるごとまちごとハザードマップの整備・更新・周知（訓練への活用）

主な内容 大和川流域自治体へのアンケート調査の実施
・試行実験として標識設置に協力いただける自治体把握
・標識設置に関する課題・要望調査

○試行実験実施の背景・目的

【日 時】令和6年9月6日～9月30日

【対 象】流域自治体

○アンケート結果

※令和７年度は、試行実験希望の4自治体で標識設置予定

■現行手引き策定以降、大和川流域において、標識設置
数が0枚となっている複数市町存在する。

■取組の進捗が低い理由の一つとして、具体的な効果や
設置の進め方がわからないなどの意見がある。
■藤井寺市では標識設置による住民防災意識への効果が
把握されている（右図）が、設置密度や地域による分析
はできていない。
■そこで、まるごとまちごとハザードマップ整備拡大の
試行実験として、標識設置を市町と協働して実施し、住
民防災意識の変化により標識設置効果の分析を進める。

参考 藤井寺市の結果

○試行実験に向けた調整と今後の対応

令和7年度以降
実施

標識設置による住民意識の変化の分析
結果を減災対策協議会で共有

まるまち実施の
現状把握

まちまち整備へ
の意見聴取

(1)標識設置箇所の検討（自治体と協働）
(2)標識設置形式の検討（自治体と協働）
(3)設置前の住民意識調査（河川事務所）
(4)まるまち標識の設置（河川事務所）

整備後の住民アンケート調査
※必要に応じて自治体へのヒアリングも予定

フィードバック

意見・課題等の整理

具体的検討

令和6年
10月～11月

【参考】今後、標識設置と考えている自治体

●試行実験を希望する自治体

4

28

主な回答

実施
したい

• 浸水想定が住民に理解されやすいと考える
ため

• 標識設置することにより住民の目に留まり、
防災意識の向上が期待できるため
• その有用性については理解しているため

実施
したく
ない

• 日常生活の中で水害の危険性について啓発
できるツールではあるが、標識の設置・維持
管理に係る予算確保が難しいため
• 費用対効果が不明
• 人員不足

＜凡例＞
：はい ：いいえ・未回答

10

22
＜凡例＞

：実施したい
：実施したくない・未回答

＜希望する４自治体＞
・大和郡山市、大和高田市
、柏原市、松原市

試行実験を希望する4自治体に
対してヒアリングを実施

12.0%

42.0%
46.0％

7.0%

34.0%
59.0％

令和3年度調査
n=100n=100

41.0%
54.0%

令和4年度調査
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○参加者の感想

開催概要

取組機関名 大和川河川事務所

具体的取組 【No.22】小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

主な内容 ・大和川の付け替えの歴史
・大和川の概要
・流域治水について
・はたらく車について（災害対策車両）
・クイズで学ぶ防災知識
・質問コーナー

○活用資料・防災教育の様子

〇 ⽇ 時 令和6年12⽉19⽇(⽉) 10:45 11:30
〇 場 所 岸和田市⽴城東⼩学校
〇 参加者 岸和田市⽴城東⼩学校4年⽣36名 教職員3名

大和川河川事務所 係員3人
※大和川を多くの人に知ってもらうために事前申込みのあった⼩学校を対象とした

• 避難グッズは、災害が起こってからでは準備出来ないので、家に帰って準備しようと思った。
• 大和川は昔に洪水が多かった事を知らなかった。
• 普段遊  ⾏    場所 昔 海            

※令和７年度も実施予定

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1～5に向けて）

●活用資料 ●防災教育の様子

←岸和田市総合防災マッ
プを使用し、身近な場
所の危険性について調
べて貰いました！

←防災に関する知識に
ついて、クイズで楽
しく分かりやすく学
び、さまざまな意見
が飛び交いました！

防災アニマル診断の
クリアファイル
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○参加者の感想

開催概要

取組機関名 大和川河川事務所・奈良地方気象台・報道機関

具体的取組 【No.23】水災害意識啓発の広報

主な内容 ・大和川河川事務所から、大和川の特性及び事業概要、出水時における河川情報について説明
・奈良地方気象台から、奈良県の気象特性について説明

○勉強会の様子

〇 ⽇ 時 令和6年6⽉20⽇(⽊) 13:30 15:30
〇 場 所 奈良地⽅気象台
〇 参加機関 大和川河川事務所 奈良地⽅気象台 奈良県（防災統括室 河川整備課 砂防 災害 対策課）、

広陵町、⾹芝市、河合町、大和郡⼭市、明⽇⾹村、三郷町、毎⽇新聞奈良⽀局 産経新聞奈良⽀局、
奈良テレビ、NHK奈良放送局 （対⾯２０名、その他web参加者多数）

• 先⽇6⽉18⽇ 降⾬   大和川 水位上昇 急激       ⾒受      流域 特性    理由    教    
い勉強になった。

• 報道機関 気象台 河川管理者  交流 意⾒交換    良    今後 引 続 同様 機会 持       現場 ⾒ 
       意⾒交換等 ⾏   良  思  

• 気象台 予報業務      実施       ⾒       参考 なった。

大和川河川事務所による説明

質疑・意見交換 気象台業務の説明と設備見学

気象台による説明

→奈良県内 大和川 氾濫特性 大⾬ 備     住⺠ 確認  欲  河川情報     NHK奈良放送局
より取材依頼があり、6⽉25⽇に放送されました。（https://www.nhk.or.jp/nara/）

※令和７年度も実施予定

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1～5に向けて）
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○参加者の感想

○開催概要

取組機関名 大和川河川事務所

具体的取組 【No.23】水災害意識啓発の広報

主な内容 ・各ブースで学び、スタンプラリーを回った方には自分でできる流域治水グッズを進呈
・小学生でもわかるマイタイムライン（避難計画）の作成キットの配布
・イベントブース内でいざという時の避難行動

○イベントの様子

〇 ⽇ 時 令和６年８⽉４⽇(⽇) ５⽇（⽉）10 00 18 00
〇 場 所       大和郡⼭ １階 北⼩路   
〇 一般参加 ５９９人（       ＋     回答者）

•    分          一人一人 ⼼   大切       分                  
• 今迄、災害とは無関係な感じだったが、これからは考えていこうと思う。なかなか⾯白かったです。
• 模型がとても分かりやすくイメージしやすかった。

流域治水模型での実験
奈良県の大和川流域を立体的に表
した模型で、流域治水対策のある時
とない時で水被害がどれだけ減る
か視覚的に体験してもらいました

大和川流域番地

大和川のどこにいるのか分かるサイト（大和川流域
番地）で、お住いの近くの川の名前と大和川とのつ
ながりを知ってもらいました

流域治水の紹介動画

流域治水がわかる動画を見て理解しても
らい、住民の皆さんに流域治水をしてもら
いました

マイタイムライン（避難計画）
の作成

もし実際に水災害が起きた時にどのように避難
するか計画を立ててもらい、お住まいの地域の
ハザードマップをお渡ししました
小学生向けに、夏休みの自由研究としても使え
る避難計画作成キットを活用し、水災害への理
解や避難計画を作成してもらいました

● 【配布物】小学生向けの避難
計画作成キット

流域治水グッズ

貯留施設の紹介カード雨を貯留できる桶 パンフレット等

大和郡山市長も
ご来場されました

●【配布物】動物のイラストを用いた防災意識
アンケート（防災アニマル診断）

※令和７年度も流域の施設で実施予定

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1～5に向けて）
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○開催概要

取組機関名 大和川河川事務所

具体的取組 【No.23】水災害意識啓発の広報

主な内容 ・避難の必要性や大和川流域の地形的特徴、浸水想定区域、避難に係る情報収集の方法などを説明
・自分の防災意識レベルがわかる防災意識アンケートを配布し、防災意識向上を図るとともに、マ
イ・タイムライン（防災行動計画）が作成できる「マイ・タイムラインノート」を配布

○講習会の様子

【日 時】令和6年10月5日(土) 14：00～14：50

【場 所】医療法人西中医学会 西中介護老人保健施設ヴィーブルジョワ

【参加者】地域住民（大阪市東住吉区及び住吉区）20名、東住吉区及び住吉区内の要配慮者施設職員8名

○参加者との主なやりとり

○⼤⾬警報 発表    避難   考  良    
⇒大阪市より河川の水位情報に基づいた警戒レベル3 4相当の避難情報が発表された際は命を守ることを最優先し、東住吉区の防災マップに記

載されている学校の3階以上  市営住宅等 水害時避難   避難      
○区境 居住      近   隣 区 避難所 避難       
⇒隣 区   避難所 避難          避難所  当該区 情報 取得        自治会 安否確認 ⾏         状況

 落 着  後 自分 居住  区 避難所 移動      
○介護 必要 ⼈    避難   良    
⇒指定避難所  福祉避難室 開設         近隣 指定避難所 避難           定員       全  要介護者 福

祉避難室 ⼊            理解       
○危険 迫     避難       同居家族 近隣 ⾼齢者 対  有効 声       
⇒避難しない場合のリスクについて、感情に訴えるのも一つの⽅法である。
○⼤⾬ 降     ⼤和川 ⽔位    ⾒  良    
⇒川の防災情報等webサイトや困難な場合はTVのデータ放送（d   ）  ⾒    可能 

東住吉区役所による質問回答事務所による説明 講習会の状況

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1～5に向けて）

※令和７年度も流域の防災イベントで実施予定

●【配布物】マイ・タイムラインノート
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○参加者の感想

○開催概要

取組機関名 大和川河川事務所・大阪市住吉区

具体的取組 【No.20】住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進

主な内容 ・近年の気象災害と情報の活用に関する講座
・マイ・タイムラインの作成

○講習会の様子

〇⽇ 時 令和7年2⽉1⽇(⼟)
14 00 16 00

〇場 所 大阪市住吉区役所
〇参加者 74名（大阪市住吉区⺠）
〇講 師 気象予報⼠ 奈良岡 希実⼦⽒

気象予報⼠ 澤 麻美⽒

•            具体的   ⾏動     良    
かったと思う。

•           作成      前    順番 整理
   避難⾏動 起      

• 高齢者が同居しており、今回の講習会により改めて考える
ことができた。

• 避難など家族内で共有することにより、家族お互いが最低
限自分を守ることができるため、家族や近所の⽅などにマ
イ・タイムラインの作成を勧めたい。

• 気象予報⼠（水害の専門家）がスクリーンによる解説し
     図     理解     

※令和７年度も流域の自治体で実施予定

〇水平展開に向けた取組

• 田原本町で実施したマイ・タイムライン講習会（R6.9）の講習
会運営 流        動画 作成  減災対策協議会担
当者会議（R6.12⽉）で共有した。

マイ・タイムラインの作成（気象予報⼠ 澤麻美⽒）講習会の様⼦

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（Phase1～5・率先避難者に向けて）

気象予報⼠
澤 麻美⽒

気象予報⼠
奈良岡 希実⼦⽒ 橘 住吉区⻑
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取組機関名 大和川河川事務所・大阪市東住吉区

具体的取組 【No.21】要配慮者利用施設の避難計画作成の促進および避難訓練の促進支援

主な内容 ・要配慮者利用施設の避難訓練の運営支援・訓練に関する助言

○訓練概要

○訓練までの背景

【日 時】令和6年10月5日(土) 15：15～16：10

【場 所】医療法人西中医学会 西中介護老人保健施設ヴィーブルジョワ サービス付き高齢者向け住宅リアン ド ヴィーブル

【参加者】施設職員 15名

○施設職員によるふりかえり

○            ⾏動 記録 ⾏    、避難
 進⾏状況 把握 今後 改善 役⽴  実感  。

○今回初  班編成 ⾏  上 避難訓練 実施  
が、班編成及 役割分担 ⾏    「誰かがやるだろ
う」というのが無くなった。また、指揮者等少人数で訓
練のシナリオを考えていたが、各班で考えるようになり、
職員 意識 高   。

○班と本部の連絡については携帯電話を使用していたが、
本部が他の班と連絡していると連絡がとれない場合が
あるため、無線等 活用   良   知   。

○訓練の様子

統括指揮者 装備品等準備班情報連絡班 避難誘導班

⾏動 記録

情報連絡班

各班からの報告 ⼊居者の家族へ連絡 ⼊居者の移動避難物資の移動

①：事前打ち合わせ

＜施設職員＞

＜河川事務所＞

これまでの避難訓練
では、いつも同じ訓練を

実施している。

避難の実行性を高めるため
には、訓練で行動内容を明確
化させることが重要です。

各職員の役割を決めるため
に、班を設定してみてはいか
がでしょうか。

②：机上訓練

いただいた助言を踏まえ、作成したタイム
ラインの読み合わせを行い、各職員が洪水時
のイメージを持つことができました。

皆さんは、各班の行動が同時に行われてい
ることをイメージできますでしょうか。

施設全体の避難行動を整理するために、施
設タイムラインを作成してみてはいかがで
しょうか。

要配慮者利用施設

タイムライン

③：実動訓練 施設タイムラインを用いた実動訓練の実施

＜施設職員＞

＜河川事務所＞

※令和７年度も流域の要配慮者利用施設で実施予定

○水平展開に向けた取組

① 要配慮者利⽤施設の実動
訓練の様子をとりまとめ
た動画を作成し、減災対
策協議会担当者会議
（R6.12⽉）で共有した。

② 訓練を踏まえ、施設職員の⾏動整
理や、⾃治体等職員の施設側の出
⽔時⾏動の流れ把握等で活⽤する
要配慮者利⽤施設タイムライン
シートの⾏動拡充を⾏った。

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 住民等の水防災意識社会再構築のための支援

（要配慮者利用施設に向けて）
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開催概要

取組機関名 大和川河川事務所・減災対策協議会構成メンバー

具体的取組 【No.11】タイムラインに基づく訓練の実施
【No.34】水防団（消防団含む）との伝達訓練の実施

主な内容 ・出水に備え、FAX、電話およびWEBホットラインによる河川水位などに関する情報伝達訓練

・日時：令和6年5月8日（木）～5月9日（木）
・場所：大和川河川事務所・WEB会議システム
・参加者：減災対策協議会構成メンバー

訓練シナリオ・活用資料

訓練の様子

＜WEB会議接続開始時_5月8日＞＜氾濫危険情報発表時のWEBホットライン（5月9日）＞

（大和川河川事務所災害対策室）

メールにより、WEBホットラインの開始を周知
訓練前日
（5月8日）

WEB会議ログイン 5月9日の訓練予定の周知

16:30

11:00 WEBホットラインの実施
＜情報提供内容＞
①現在の水位状況 ②今後の水位上昇と降雨状況
③上下流の状況 ④現地状況（河川空間監視カメラ映像）
⑤類似する過去の出水 など

洪水予報（柏原・板東）
水位到達情報（保田・番条）
水防警報（柏原・板東・保田・番条）
を適宜発表、伝達確認

訓練開始

WEB会議ログアウト

訓練終了

中国・四国地方に線状降水帯の予測発表

水位予測情報をメールで共有8:30

訓練当日
（5月9日）

訓練後日 WEBホットライン運用方法の訓練に関するアンケートを実施

16:00

30分程度

17:00

氾濫危険情報発表によるWEBホットライン実施をメールで周知

WEBホットラインの録画データ・活用資料をメールで送付

10:30

水位予測情報をメールで共有（各鉄道事業者）9:30

首長等とのホットライン（電話）の実施
※実施自治体は事前調整により決定させていただきます

FAXの着信確認

＜凡例＞
：与条件 ：対応行動（河川事務所） ：対応行動（構成メンバー） 流域タイムライン

WEBホットライン運用方法（案）

●訓練シナリオ ●活用資料

※令和７年度は、出水期前（5月7日(木)・8日（金））に実施予定

大和川河川事務所の取組状況
【1．避難】 行政機関の防災体制整備 ／ 【2．防ぐ】
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大和川河川事務所の取組状況
【2．防ぐ】

開催概要

取組機関名 大和川河川事務所・減災対策協議会構成メンバー

具体的取組 【No.38】重要水防箇所の情報共有と関係市町等との共同点検の実施

主な内容 ・出水時にいち早く危険水位や越水する水位に達する自治体毎の危険箇所の位置の確認
・危険箇所の状況を把握できる危機管理型水位計や簡易カメラ位置の確認

○活用資料・合同巡視の様子

〇 ⽇ 時 令和6年４⽉24⽇(水) 5⽉14⽇（火）合計6回
〇 場 所 大和川 佐保川 曽我川 危険箇所（越水） 危険箇所（避難）
〇 参加機関 【奈良県域】 12機関

奈良地⽅気象台 奈良県 大和郡⼭市 三郷町 斑鳩町 安堵町 川⻄町 三宅町、王寺町 広陵町、
河合町、近畿⽇本鉄道株式会社

【大阪府域】 12機関
大阪管区気象台、大阪府、大阪市、堺市、八尾市、松原市、柏原市、藤井寺市、近畿⽇本鉄道株式会社、
大阪市高速電気軌道株式会社、南海電気鉄道株式会社、大和川右岸水防事務組合

• 6⽉1⽇   出水期前  危険箇所 危険箇所  想定氾濫区域 確認    出水期 向  準備 ⾏       
• 職場内でも、危険箇所の情報を共有していきたい。
• 当該市域   危険箇所   早 越水      氾濫 広   浸水  恐       確認    避難 関  情報  

て活用したい。
• 4⽉ 異動  大和川 危険箇所 理解         合同巡視 参加   水位上昇   早 危険   箇所 確認  

たことで、今後の出水期に備えたい。

危機管理型水位計
及び簡易カメラ

○参加者の感想

●活用資料

※令和７年度は、出水期前（4月頃）に実施予定

大和川左岸 10.0k

大和川右岸 26.8k

●合同巡視の様子
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取組機関名 大和川河川事務所・川西町

具体的取組 【No.44】排水に関する訓練の実施

主な内容 ・排水ポンプ車・排水作業準備計画の説明内水調整池から飛鳥川への排水訓練

大和川河川事務所の取組状況
【3．回復】

開催概要

○排水訓練の様子

〇 ⽇ 時 令和6年12⽉23⽇(⽉)
〇 場 所 川⻄町保田地先 内水調整池
〇 参加者 15名

・大和川河川事務所職員
 川⻄町職員

• 実際 排水能⼒ ⾒て、非常時には大きく期待できると思った。
• 訓練することによって、排水作業準備計画のイメージが明確になった。

○参加者の声
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大和川右岸水防事務組合の取組状況
（水防協力団体加入）

○ 活動内容

○ 内 容

取組機関名 大和川右岸水防事務組合、株式会社大塚ウエルネスベンディング 関西支店、株式会社東京建設コンサ
ルタント 関西本社

具体的取組 水防協力団体へのの加入

主な内容 水防団の広報活動協力

○ 状 況

株式会社 東京建設コンサルタント 関西本社 株式会社 大塚ウエルネスベンディング 関西支店
令和6年3月8日 水防協力団体 認定 令和6年3月8日 水防協力団体 認定

○ 今後の取組

・加入組織：株式会社 大塚ウエルネスベンディング 関西支店
株式会社 東京建設コンサルタント 関西本社

・概 要：大和川右岸水防事務組合は、民間企業2社より水防団の広報活動にご協力いただける水防協力団体の申
請を受けこれを認定した。

・株式会社 大塚ウエルネスベンディング 関西支店
自販機等を活用した水防団員募集ポスターなどの広報協力

・株式会社 東京建設コンサルタント 関西本社
社内掲示板への水防団募集ポスター・チラシの掲示

・新規作製した、水防団員募集ポスター・チラシへの掲載更新を予定している。

水防団募集
チラシ掲示

（社内受付）

水防団募集
ポスター掲示

(エレベーター)
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大和川右岸水防事務組合の取組状況
（大阪市立デザイン教育研究所との連携）

○ 内 容

取組機関名 大和川右岸水防事務組合（淀川・大和川右岸水防事務組合連合会）、大阪市立デザイン教育研究所

具体的取組 大阪市立デザイン教育研究所との連携

主な内容 水防団員募集ポスター等の製作

○ 状 況

・連携組織：大阪市立デザイン教育研究所

・概 要：淀川左岸水防事務組合・淀川右岸水防事務組合と共同し、水防事業、水防団に関する認知度向上等を図
ることを目的に令和６年３月１８日付けで大阪市立デザイン教育研究所と連携協定を締結しました。 今
後、水防事業や水防団について、大阪市立デザイン教育研究所の授業のカリキュラムに組み込みながら
、ポスターなどの課題制作を通じて啓発活動にご協力いただけることとなりました。

水防活動促進プロジェクト

（右）長谷川大阪市立デザイン教育研究所所長
との連携協定の手交

○ 活動内容

・水防活動促進プロジェ
クトに基づく、大阪市
立デザイン教育研究所
の生徒によるポスター

等デザイン制作

水防団募集 水防団募集
ポスター チラシ

○ 今後の取組

・新規作製した、水防団員募集ポスター・チラシへの掲載更新及び関係機関への配布を予定している。

参考3-69



大和川右岸水防事務組合の取組状況
（水防訓練）

取組機関名 大和川右岸水防事務組合、大阪市建設局

具体的取組 水防訓練

主な内容 水害の備えとして、土のう造り及び水防工法施工の訓練を実施

○ 内 容

・日 時：2024年6月8日（土）

・場 所：大阪府藤井寺市川北3丁目地先 大和川河川敷公園

・参加者：188名（水防団員169名、大阪市建設局16名、水防協力団体 東住吉区介護保険関係者連絡会3名）

・概 要：関係機関と共同で水防技術の習得及び集団での水防工法を実施

○ 状 況

水防訓練 開会式

水防団員による水防工法の成果視察

大阪市建設局による水防工法施工

水防協力団体による看護師の派遣

○ 訓練後の感想

・訓練後、実施アンケートより水防団にて訓練総括を行い、課題点より改善項目より改善方法を共有し、水防技術の
習熟強化並びに指揮・指導力の向上に努めた。

・水防協力団体より、訓練時における怪我人救護に看護師の派遣協力を得た。

○ 今後の取組

・次年度においても関係機関と共同し同様の訓練を定期的に実施し、水害に備えた水防技術の維持強化に努めたい。
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大和川右岸水防事務組合の取組状況
（水樋門鉄扉操作訓練）

○ 訓練後の感想

・水門鉄扉管理者の西大阪治水事務所及び大阪港湾局による更新された鉄扉の操作説明を受け、水防団員による開 閉
操作を実施し、各区防災機関及び鉄扉を鉄扉利用する企業と共に、水害（津波・高潮）に備えた訓練を行えた。

○ 今後の取組

・次年度においても関係機関と共同し同様の訓練を実施し、津波・高潮対策の情報共有及び連携に努めたい。

○ 内 容

取組機関名 大和川右岸水防事務組合、西大阪治水事務所、大阪港湾局、大阪市各区警察署・消防署・区役所、
鉄扉利用者

具体的取組 水樋門鉄扉操作訓練

主な内容 水害（津波・高潮）の備えとして、水門・樋門・鉄扉の開閉操作訓練を実施

・日 時：2024年7月25日（木）10時～16時

・場 所：大阪市住之江区・西成区の各水門・樋門・鉄扉

・参加者：水防団員55名、西大阪治水事務所、大阪港湾局、住之江警察署、住之江消防署、住之江区役所、
西成警察署、西成消防署、西成区役所、鉄扉利用者（東芝ロジスティクス、ハンシン建設、
新来島サノヤス造船、ダイゾー造船木津川工場）

・概 要：関係機関と共同で水門・樋門・鉄扉の開閉操作訓練を実施

○ 状 況

住之江区 水門開閉操作 住之江区 鉄扉開閉操作

西成区 鉄扉開閉操作① 西成区 鉄扉開閉操作②
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